
 

普通財産売払申請書 
 

令和 年 月 日 
九州農政局長 緒方和之 殿 

 
住 所 
氏 名               

 
 下記のとおり普通財産の売払いを受けたく、関係書類を添えて申請します。 
 

記 
 

所在地 区

分 
種目 数量 

（㎡） 
売払希望価格 

（円） 
使用目的 摘要 

 

 

 

 

    耕作の事業に 
供するため 

 

 
１ 契約内容等の公表について 契約の締結後、「所在地」、「面積」、「地目」、「応札者数」、「開札

結果」、「契約日」、「年額 使用料」、「貸付期間」、「契約相手方の法人・個人の別」、「価格形成上

の減価要因（建物解体 撤去、地下埋設物等を減価要因とした場合にはその旨記載）」、「農業振興

地域」、「都市計画 区域」、「用途地域」、「建蔽率」、「容積率」等を農林水産省又は地方農政局の

ホームページで 公表することに同意します。  
 
（記載要領）  

１ 法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名 
をそれぞれ記載してください。  

２ 耕作又は養畜の事業に供する売払いの場合は、（記載要領）の４の書類を添付してくださ

い。  
３ 必要に応じて申請物件の利用計画書、事業計画書、次に掲げる書類その他必要と認められ

る書類（印鑑証明書等）等を添付して提出してください。  
(1) 公共団体の場合  

① 公共団体の議決機関の議決を要する場合 議決書の写し 
なお、執行機関の専決処分に属するものであるときは、その根拠となる条例の条項（土 



地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）に定める土地改良区及び同連合並びに水害予防組合 
法（明治 41 年法律第 50 号）に定める水害予防組合及び同連合にあっては、定款又は組合 
規約の写し）  
② 予算措置を要する場合 経費の支出を明らかにした予算書  

(2) 法人の場合(上記(1)の場合を除く。)は、名称、住所及び代表者等を記載した登記事項 
証明書、資格証明書、定款並びに最近の損益計算書、貸借対照表、財産目録及び営業報告 
書（会社以外の法人にあっては、財産目録）  

(3) 個人の場合  
① 住民票の写し又は居住証明書  
② 申請者が制限行為能力者である場合 法定代理人、成年後見人、保佐人若しくは補助 
人の同意書又は法定代理人が代理することを明示した書類  

(4) その他  
① 相手方の代理人が申請する場合 代理人であることを証する書面  
② 監督官庁の許可又は認可を要するものである場合 許可書若しくは認可書（内認可書を

含む。）若しくはその謄本又は許可若しくは認可があった旨の証明書  
③ 利害関係人の同意を必要とするものである場合 同意書  
④ 申請物件が土地、建物又は工作物である場合 申請物件の案内図  
⑤ 減額売払い又は譲与の申請にあっては、その根拠となる法令の条項に該当することを

証する書類  
⑥ 延納の場合 納税証明書  
⑦ 現に耕作又は養畜の事業に供している所有地、借入地、所有採草放牧地及び借入採草 
放牧地の面積並び労働力及び機械装備の状況を記載した書面（「農地法関係事務処理要 
領」（平成 21 年 12 月 11 日付け 21 経営第 4608 号・21 農振第 1599 号農林水産省経営局

長・農 村振興局長連名通知）別紙１の様式例第１号の１の別添※・別紙など） ※ 当該

別添様式（農地法第３条の規定による許可申請書（別添））を用いる場合は、 表題を

「国有農地等の売払いの相手方要件を満たす者であることの確認資料」と記載 します。  
⑧ 申込者が団体であるときは、定款、寄附行為、規約並びに申込みに係る土地等につき

耕作又は養畜の業務に従事すべき団体員の数及び管理方法  
４ 一般競争入札、不落随意契約、公共随意契約により契約を締結する場合は１を記載し、そ 
の他の随意契約については、１を削除してください。 


